
 

株式会社大和総研 丸の内オフィス 〒100-6756 東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号 グラントウキョウ ノースタワー 

このレポートは投資勧誘を意図して提供するものではありません。このレポートの掲載情報は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性、完全性を保証する

ものではありません。また、記載された意見や予測等は作成時点のものであり今後予告なく変更されることがあります。㈱大和総研の親会社である㈱大和総研ホールディングスと大和

証券㈱は、㈱大和証券グループ本社を親会社とする大和証券グループの会社です。内容に関する一切の権利は㈱大和総研にあります。無断での複製・転載・転送等はご遠慮ください。

2013 年 6 月 18 日 全 16 頁

経済指標の要点（5/21～6/18 発表統計分） 
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エコノミスト 齋藤 勉  

[要約] 

 2013 年 4 月の企業関連の指標は、企業部門の改善基調が継続していることを確認する

内容であった。鉱工業生産指数（季節調整値）は、前月比＋0.9％と、3 ヶ月連続の上

昇となった。輸出金額は前年比＋3.8％と、2 ヶ月連続の増加、季節調整値で見ても、

前月比＋0.0％と 6 ヶ月連続で増加となった。機械受注（船舶・電力を除く民需）（季

節調整値）は、前月比▲8.8％と 3 ヶ月ぶりのマイナスとなったものの、前月からの反

動減を考慮すると、全体として良好な結果であった。企業関連の指標の先行きは、外部

環境の改善に支えられて、改善基調が継続すると見ている。

 2013 年 4 月の家計関連の指標は、消費がいったん足踏みとなったものの、全体として

は改善基調が継続していると判断できる内容であった。完全失業率（季節調整値）は、

4.1％となり、前月と同水準であった。有効求人倍率(季節調整値)は 0.89 倍となり前月

から 0.03pt 改善した。実質消費支出（除く住居等）は前月比▲2.4％と 2ヶ月連続の減

少となった。家計関連の指標の先行きは、生産と企業収益の回復で、所得・雇用環境は

改善に向かい、消費に関しても堅調な推移が続くと見込んでいる。

 7 月 1 日に発表される 6 月日銀短観では、企業の景況感が大幅に改善していることが確

認できるだろう。2012 年秋ごろから始まった円安の流れの中で、3月短観では企業の景

況感の改善幅は限定的であった。その後、さらなる円安の進行や 1-3 月期の決算などを

経て、企業の景況感は大幅な改善が見込まれる。円安による景況感の改善は、輸出企業

がメインであると考えられるが、その他の業種にどの程度波及しているかが注目点であ

る。加えて、企業の業績前提となる為替レートが円安に修正されていれば、収益の改善

が見込まれるため、想定為替レートの動向にも注目されるだろう。
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4 月の貿易統計では、輸出金額は前年比＋3.8％とな

った。輸出金額は 2ヶ月連続で前年を上回っており、

季節調整値で見ても前月比＋0.0％と、均せば持ち直

し傾向が続いている。また、輸出数量指数（内閣府に

よる季節調整値）は、前月比＋2.5％と 2 ヶ月連続の

上昇となり、数量ベースでも持ち直しの兆しが確認さ

れた。地域別に見ると、アジア向けが 2ヶ月ぶりの減

少となったものの、米国向け、EU 向けは増加してお

り、なかでも米国向けの大幅な増加が全体を押し上げ

た。輸入金額は、前年比＋9.5％と 6 ヶ月連続で前年

を上回った。輸入価格は前年比＋7.3％となり、円安

を主因とした価格上昇が続いていることに加え、輸入

数量が前年比＋2.0％と 4 ヶ月ぶりの増加に転じたこ

とが輸入金額を押し上げた。この結果、貿易収支は▲

8,819 億円と、10 ヶ月連続の赤字となった。先行きは、

持ち直してきた輸出数量が増勢を強めることで、輸出

金額の増加が続くと見込んでいる。 
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（出所）経済産業省、財務省、内閣府統計より大和総研作成

鉱工業出荷と輸出数量

（2010年=100） （2005年=100）

4 月の鉱工業生産指数（季節調整値）は、前月比＋

0.9％と、3ヶ月連続の上昇となり、持ち直し傾向が続

いていることが確認される内容であった。業種別に見

ると、輸送用機械工業が、堅調な国内販売と米国向け

輸出を背景に同＋7.7％と大幅に上昇したことが全体

を大きく押し上げた。また、スマートフォン向け「モ

ス型半導体集積回路（メモリ）」が増加したことで、

電子部品・デバイス工業が同＋5.4％と、2ヶ月連続で

増加したことが押し上げに寄与した。製造工業生産予

測調査によると、5月の生産計画は前月比 0.0％、6月

は同▲1.4％と減速を見込んでいる。このところ堅調

に推移している輸送用機械工業の生産の減少が全体

を押し下げる見込み。ただし、先行きについては、昨

年末からの円安の効果がラグを伴って本格化するこ

とで、輸出数量が増勢を強める見込みであることか

ら、生産の増加基調が続くとみている。 
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その他サービス業 電気・ガス・熱供給・水道業
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不動産業，物品賃貸業 学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業，娯楽業

学習支援業 医療，福祉

複合サービス事業 総合

（出所）経済産業省統計より大和総研作成

第3次産業活動指数の要因分解

4 月の第 3 次産業活動指数（季節調整値）は前月比

0.0％となり、前月と同水準であった。業種別に見る

と、「金融業・保険業」、「学術研究、専門・技術サ

ービス業」などが前月から上昇した。株式売買代金が

大幅に増加し、「金融商品取引業」が同＋32.7％と大

きく伸びた結果、「金融業・保険業」は前月比＋3.5％

となった。「学術研究、専門・技術サービス業」は同

＋2.9％となった。補正予算の執行に伴う公共事業の

増加を受けて、「土木建築サービス業」の上昇が続い

ている。一方、「卸売業、小売業」は、同▲0.9％と

なった。「機械器具卸売業」の低下を主因に「卸売業」

が同▲2.0％と低下したことが押し下げ要因となって

いる。また、トラック輸送量の減少により、「運輸業、

郵便業」も同▲1.6％と低下した。 
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（出所）内閣府統計より大和総研作成

外需

非製造業（船電除く）

製造業

4-6月期
見通し

（10億円）

4 月の機械受注（船舶・電力を除く民需）（季節調

整値）は、前月比▲8.8％と 3 ヶ月ぶりのマイナスと

なった。需要者別の内訳を見ると、製造業は同▲7.3％

と 3ヶ月ぶりの減少、非製造業（船舶・電力を除く）

も同▲6.0％と 3 ヶ月ぶりの減少となった。前月から

の反動減の影響はあるものの、「電気機械」や「建設

業」など堅調に推移する業種もあり、反動減を除けば

全体として良好な結果であった。外需は同▲19.9％と

3 ヶ月ぶりに減少した。前月の大幅増（前月比＋

52.1％）に比べれば減少幅は小さく、受注金額の水準

は高まっている。外需は緩やかに増加傾向にあるとみ

ている。今後は、円安による輸出増加の動きが本格化

してくるとみられるため、製造業を中心に企業の設備

投資スタンスは改善が続くだろう。非製造業でも、IT

投資を中心に増加が見込まれており、2013 年半ば以降

設備投資は増加する公算が大きい。 
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消費者物価の推移

（年）（出所）総務省統計より大和総研作成

4 月の全国コア CPI（除く生鮮食品）は、前年比▲

0.4％と、下落幅が前月（同▲0.5％）から縮小した。

下落幅縮小の主な要因は、4 月からの制度変更による

「自動車保険料（自賠責）」の値上げを主因にサービ

スの下落幅が縮小したこと。市況要因を除いた物価動

向を表す「食料（除く酒類）及びエネルギーを除く総

合」は同▲0.6％となり、下落幅が 3月（同▲0.8％）

から縮小した。先行きについては、全国コア CPI は 6

月には前年比プラスに転じ、その後もプラス圏での推

移が続くとみている。このところエネルギーの押し上

げ寄与は縮小しているが、前年の価格変動の影響もあ

り、押し上げ寄与は 5月以降再び拡大する公算が大き

い。エネルギー以外の物価に関しても、円安による粗

原材料価格の上昇が物価上昇圧力となるなか、GDP ギ

ャップの改善に伴って基調的に下落幅を縮小してい

く公算である。 
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消費支出内訳（全世帯・実質）

4 月の家計調査によると、実質消費支出は前年比＋

1.5％と 4 ヶ月連続のプラスとなった。季節調整値で

見ると前月比▲4.6％と 4 ヶ月ぶりの減少、振れの大

きい住居や自動車などを除いた実質消費支出（除く住

居等）で見ると、同▲2.4％と 2 ヶ月連続の減少とな

った。ただし、落ち込みの要因は天候などの一時的な

ものであるとみられること、新車販売台数は増加が続

いていることなどから、消費の増加基調は大きくは変

わらないと考えている。実質消費支出の動きを項目別

に見ると、「交通・通信」が同▲12.5％、「教育」が

同▲9.7％、「保健医療」が同▲7.0％、「光熱・水道」

が同▲5.3％、「被服及び履物」が同▲2.3％、「教養

娯楽」が同▲0.9％と総じて減少している。4月の消費

はいったんの足踏みとなったものの、天候要因や統計

の振れの影響があることや、消費者マインドが依然と

して高水準で推移していることから、基調としての消

費は大きくは減速していないと考えている。 
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（注2）2011年３月～８月の完全失業率は補完推計値。

（出所）内閣府、総務省、厚生労働省統計より大和総研作成

完全失業率と有効求人倍率

（％）（倍）

完全失業率
（右軸、逆目盛）

有効求人倍率

（年）

4 月の完全失業率（季節調整値）は、4.1％となり、

前月と同水準であった。就業者数、失業者数はそれぞ

れ前月から 4万人増加し、非労働力人口は 5万人の減

少となった。足下で消費が堅調に推移していることを

受けて、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業と

いうサービス業で就業者数が増加した。失業者数は前

月から増加したものの、「新たに求職」や「自発的な

離職」という理由に基づく失業者の増加が目立つ。加

えて、「非自発的な離職」による失業者が 4ヶ月連続

で減少するなど、企業部門の雇用調整に起因する失業

は減少傾向にある。また、4月の有効求人倍率(季節調

整値)は 0.89 倍となり前月から 0.03pt 上昇した。内

訳をみると、有効求職者数が 2ヶ月連続で前月から減

少し、有効求人数が 7ヶ月連続の増加となった。非自

発的な失業は減少しており、就業者数、求人数も増加

した。雇用関連統計を総じて見ると、改善基調が継続

していると言えよう。 
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（年/月）（出所）厚生労働省統計より大和総研作成

（前年比、％）

4 月の毎月勤労統計によると、現金給与総額は、前

年比 0.0％となり、前年と同水準であった。内訳を見

ると、所定内給与が前年比▲0.2％と 11 ヶ月連続のマ

イナスとなった。一般労働者の所定内給与は前年比＋

0.3％と 4 ヶ月連続の増加となったものの、パートタ

イム労働者比率が上昇基調にあることが、引き続き所

定内給与を押し下げる要因となっている。所定外給与

は前年比＋0.5％と 8 ヶ月ぶりの上昇となった。これ

まで、季節調整値でみると製造業を中心に持ち直しの

動きが見られていた所定外労働時間が、前年比で見て

も増加に転じたことが所定外給与を押し上げた。特別

給与は前年比＋4.8％となった。先行きに関しては、

生産との連動性が高い所定外給与が、生産の増加とと

もに増加基調が継続すると見込まれることに加え、企

業業績の改善に伴う特別給与の増加も期待される。 
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（注1）太線は３ヶ月移動平均。

（注2）シャドーは景気後退期。

（出所）内閣府統計より大和総研作成

（年）

4 月の景気動向指数の一致指数の基調判断は前月に

引き続き「下げ止まりを示している」となった。一致

CI は前月差＋1.0pt と、3 ヶ月連続で上昇した。内訳

項目の寄与度を見ると、耐久消費財出荷指数が＋

0.37pt、有効求人倍率(除学卒)が＋0.31pt とプラスに

寄与した。一致 CI を 3 ヶ月移動平均値で見ると前月

差＋1.07pt と 5 ヶ月連続の上昇となった。7ヶ月移動

平均値で見ても、前月差＋0.54pt と 2 ヶ月連続の上昇

となっており、一致指数の基調判断が「上方への局面

変化を示している」へ上方修正される可能性も高まっ

ている。先行 CI は前月差＋1.3pt と 5 ヶ月連続の上昇

となった。内訳項目の寄与度を見ると、消費者態度指

数や最終需要財在庫率指数のプラス寄与が大きい。 
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景気ウォッチャー指数の推移

5 月の景気ウォッチャー調査によると、前月に引き

続き「景気は持ち直している」と判断された。現状判

断 DI は前月差▲0.8pt と 2 ヶ月連続で低下した。内訳

項目を見ると、家計動向関連 DI は同▲1.1pt と 2 ヶ月

連続の低下となった。高額商品の販売が引き続き好調

であるものの、衣料品の売り上げが低調であったこと

が要因として挙げられている。企業動向関連 DI は同

＋0.4pt と 7 ヶ月連続の上昇となった。自動車関連の

受注に回復傾向が見られた結果、製造業は同＋0.6pt

と上昇したが、円安による燃料価格上昇がコスト増と

なり、非製造業は同▲0.2pt と低下した。雇用関連 DI

は同▲0.6pt と 2 ヶ月連続の低下となった。求人数は

増加が続いているものの、一部で求職者とのミスマッ

チが生じていることが指摘されている。先行き判断 DI

は同▲1.6pt と 2 ヶ月ぶりに低下した。足下で生じて

いる円高、株安の動きが先行きの不透明感を高めてい

る。ただし、実体経済の回復が確認されれば、先行き

の不透明感も解消されると考えている。 
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11/1 11/4 11/7 11/10 12/1 12/4 12/7 12/10 13/1 13/4

(年/月)

(兆円)

貿易収支 サービス収支 所得収支

経常移転収支 経常収支

（出所）財務省統計より大和総研作成

経常収支の推移

4 月の国際収支統計によると、経常収支は 7,500 億

円の黒字であった。経常収支黒字は 3 ヶ月連続であ

り、前年(3,735 億円の黒字)と比べて黒字額はほぼ倍

になっている。内訳項目を見ると、米国向けの自動車

輸出が増加した一方で、燃料輸入価格が上昇したこと

により、貿易収支は 8,188 億円の赤字となった。サー

ビス収支は 4,405 億円の赤字となったものの、日本を

訪れる外国人観光客の増加により、旅行収支は 363 億

円の赤字と、赤字幅が過去最少となっている。また、

所得収支は 21,160 億円の黒字となり、黒字幅は比較

可能な 1985 年以降で過去最高となった。円安が押し

上げ要因となっていることに加え、海外現地法人から

本社への配当が増加している。先行きは、輸出数量の

増加により、貿易収支の赤字幅は縮小していく公算。

所得収支も増加が見込まれることから、経常収支は黒

字幅が拡大していくとみている。 

-120

-90

-60

-30

0

30

60

90

120

150

180

210

04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

その他固定費要因

変動費要因

人件費要因

売上高要因

経常利益

経常利益の要因分解

（前年比、％）

（出所）財務省統計より大和総研作成 （年）

2013 年 1-3 月期の法人企業統計は、企業の収益環境

は改善しつつあるものの、設備投資に対しては慎重な

姿勢が続いていることが確認される内容であった。全

産業（金融業、保険業除く）の経常利益は前年比＋

6.0％となり 5 四半期連続の増益となった。売上高は

同▲5.8％と 4 四半期連続の減収となったが、変動費

の減少や、人件費を中心とした固定費の削減が経常利

益の押し上げに寄与した。全産業の売上高(季節調整

値)は前期比＋0.2％と、5 四半期ぶりの増加に転じ

た。また、経常利益は同＋4.9％と 2 四半期連続で増

加した。全産業の設備投資（ソフトウェア除く、季節

調整値）は前期比▲0.9％と 2 四半期ぶりの減少に転

じた。業種別に見ると、製造業では前期比▲1.1％と、

3四半期連続の減少、非製造業でも同▲0.9％と 2四半

期ぶりの減少に転じており、1-3 月期の設備投資は総

じて低調な結果であった。 
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年 月 日 統計名 指標名 対象期 単位 前回
19 貿易統計 輸出金額 5月 前年比 ％ 3.8

商業販売統計 小売販売金額 5月 前年比 ％ ▲ 0.2
鉱工業指数 鉱工業生産指数 5月 季節調整値前月比 ％ 0.9
消費者物価指数 全国コアCPI 5月 前年比 ％ ▲ 0.4
家計調査 実質消費支出 5月 前年比 ％ 1.5
労働力調査 失業率 5月 ％ 4.1
一般職業紹介状況 有効求人倍率 5月 倍 0.89
住宅着工統計 新設住宅着工戸数 5月 年率 万戸 93.9

大企業製造業業況判断DI 6月 ％ポイント ▲ 8
設備投資計画（全規模全産業） 2013年度 前年比 ％ ▲ 3.9

2 毎月勤労統計 現金給与総額 5月 前年比 ％ ＋ 0.0
5 景気動向指数 一致CI 5月 ポイント  94.8

国際収支 経常収支 5月 億円 7,500
景気ウォッチャー調査 現状判断DI 6月 ％ポイント 55.7

10 第3次産業活動指数 第3次産業活動指数 5月 季節調整値前月比 ％ ＋ 0.0
11 機械受注統計 民需（船舶・電力を除く） 5月 季節調整値前月比 ％ ▲ 8.8

（出所）各種資料より大和総研作成

日銀短観

8
7

2013

6
28

1

 

 

企業の景況感は大幅改善が見込まれる 

7 月 1 日に発表される 6月日銀短観では、企業の景況感が大幅に改善していることが確認でき

るだろう。2012 年秋ごろから始まった円安の流れの中で、3 月短観では企業の景況感の改善幅

は限定的であった。その後、さらなる円安の進行や 1-3 月期の決算などを経て、企業の景況感

は大幅な改善が見込まれる。円安による景況感の改善は、輸出企業がメインであると考えられ

るが、その他の業種にどの程度波及しているかが注目点である。加えて、企業の業績前提とな

る為替レートが円安に修正されていれば、収益の上振れが見込まれるため、想定為替レートの

動向にも注目されるだろう。 

 

経常収支の黒字幅の拡大に注目 

7 月 8 日に公表される国際収支統計では、経常収支の黒字幅の拡大傾向を確認したい。4月の

結果では、円安などの影響から所得収支が過去最大の黒字幅を記録した。今後は、円安の影響

で貿易数量も増加ペースを強めるとみていることから、徐々に貿易収支の赤字幅も縮小し、経

常収支黒字幅の拡大傾向が鮮明になると考えている。 

 

 

個人消費は堅調な推移を持続できるか 

6 月 28 日に公表される家計調査や商業販売統計の結果は、個人消費の動向を掴むうえで重要

なものになるだろう。2013 年 1-3 月期には、アベノミクスによる消費者マインドの改善が個人

消費を押し上げた。4月には個人消費は減少し、小休止となったものの、夏季賞与の増加などに

より個人消費は今後さらに増勢を強めるだろう。ただし、5 月後半以降株価は下落傾向にあり、

その結果消費者マインドが悪化すれば、消費も弱含む可能性がある。所得環境の改善とマイン

ド悪化のどちらの影響が強いかに注目している。

 

主要統計公表予定 
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6 5 4 3 2 1 0
単位 2012/11 2012/12 2013/01 2013/02 2013/03 2013/04 2013/05 出典名

季調値 2010年＝１００ 93.4 94.7 94.1 94.9 95.0 95.9 -
前月比 ％ ▲ 1.0 1.4 ▲ 0.6 0.9 0.1 0.9 -
季調値 2010年＝１００ 91.8 95.2 96.3 98.0 97.2 95.8 -
前月比 ％ ▲ 1.6 3.7 1.2 1.8 ▲ 0.8 ▲ 1.4 -
季調値 2010年＝１００ 112.3 110.8 109.1 107.8 107.0 107.9 -
前月比 ％ ▲ 0.4 ▲ 1.3 ▲ 1.5 ▲ 1.2 ▲ 0.7 0.8 -
季調値 2010年＝１００ 117.7 117.7 113.2 110.3 112.8 107.1 -
前月比 ％ 0.0 0.0 ▲ 3.8 ▲ 2.6 2.3 ▲ 5.1 -
季調値 2005年＝１００ 99.2 99.4 98.6 99.9 99.7 99.7 -
前月比 ％ ▲ 0.1 0.2 ▲ 0.8 1.3 ▲ 0.2 0.0 -
季調値 2005年＝１００ 95.6 97.2 95.6 96.2 95.9 - -
前月比 ％ ▲ 0.4 1.7 ▲ 1.6 0.6 ▲ 0.3 - -
前月比 ％ 3.8 ▲ 1.3 ▲ 7.5 4.2 14.2 ▲ 8.8 - 内閣府
前年比 ％ 10.3 10.0 5.0 3.0 7.3 5.8 -

季調値年率 万戸 90.6 88.0 86.3 94.4 90.4 93.9 -
貿易収支 原系列 10億円 ▲ 957.0 ▲ 645.7 ▲ 1633.5 ▲ 781.3 ▲ 366.9 ▲ 881.9 -
通関輸出額 前年比 ％ ▲ 4.1 ▲ 5.8 6.3 ▲ 2.9 1.1 3.8 -
　輸出数量指数 前年比 ％ ▲ 7.5 ▲ 12.2 ▲ 5.9 ▲ 15.8 ▲ 9.8 ▲ 5.3 -
　輸出価格指数 前年比 ％ 3.6 7.3 13.0 15.3 12.1 9.6 -
通関輸入額 前年比 ％ 0.9 1.9 7.1 12.0 5.6 9.5 -
実質消費支出　全世帯 前年比 ％ 0.2 ▲ 0.7 2.4 0.8 5.2 1.5 -
実質消費支出　勤労者世帯 前年比 ％ 1.8 2.2 4.1 2.7 7.6 1.1 -
小売業販売額 前年比 ％ 0.9 0.2 ▲ 1.1 ▲ 2.2 ▲ 0.3 ▲ 0.2 -
大型小売店販売額 前年比 ％ 1.6 0.7 ▲ 2.9 ▲ 2.9 3.5 ▲ 1.0 -

季調値 2005年＝１００ 106.5 106.2 106.9 107.7 107.4 107.6 - 内閣府
現金給与総額（事業所規模5人以上） 前年比 ％ ▲ 0.8 ▲ 1.7 0.1 ▲ 0.8 ▲ 0.9 0.0 -
所定内給与（事業所規模5人以上） 前年比 ％ ▲ 0.1 ▲ 0.6 ▲ 0.7 ▲ 0.7 ▲ 0.9 ▲ 0.2 -

季調値 ％ 4.2 4.3 4.2 4.3 4.1 4.1 - 総務省
有効求人倍率 季調値 倍率 0.82 0.83 0.85 0.85 0.86 0.89 -
新規求人倍率 季調値 倍率 1.33 1.35 1.33 1.35 1.39 1.40 -
全国　生鮮食品を除く総合 前年比 ％ ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.5 ▲ 0.4 -
東京都区部　生鮮食品を除く総合 前年比 ％ ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 0.3 0.1

前年比 ％ ▲ 1.1 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.5 0.1 0.6 日本銀行
先行指数　CI - 2005年＝１００ 92.0 93.0 95.1 97.5 98.0 99.3 -
一致指数　CI - 2005年＝１００ 90.1 91.9 91.6 92.5 93.8 94.8 -
遅行指数　CI - 2005年＝１００ 86.4 87.0 86.3 86.1 87.8 86.8 -
現状判断DI - ％ポイント 40.0 45.8 49.5 53.2 57.3 56.5 55.7
先行き判断DI - ％ポイント 41.9 51.0 56.5 57.7 57.5 57.8 56.2

(出所)各種統計より大和総研作成

厚生労働省

厚生労働省

経済産業省

総務省

財務省

鉱工業指数

生産指数

出荷指数

在庫指数

在庫率指数

家計調査

第3次産業活動指数

全産業活動指数（農林水産業生産指数を除く）

機械受注　民需（船舶・電力を除く）

住宅着工統計　新設住宅着工戸数

貿易統計

経済産業省

経済産業省

経済産業省

国土交通省

消費者物価指数

消費総合指数　実質

毎月勤労統計

労働力調査　完全失業率

一般職業紹介状況

商業販売統計

国内企業物価指数

景気動向指数

景気ウォッチャー指数

総務省

内閣府

内閣府

月次統計

 
 

 

9 6 3
単位 2012/06 2012/09 2012/12 2013/03 出典名

前期比 ％ ▲ 0.2 ▲ 0.9 0.3 1.0
前期比年率 ％ ▲ 0.6 ▲ 3.6 1.2 4.1

家計最終消費支出 前期比 ％ 0.2 ▲ 0.4 0.4 0.9
民間住宅 前期比 ％ 2.3 1.5 3.5 1.9
民間企業設備 前期比 ％ ▲ 0.2 ▲ 3.3 ▲ 1.5 ▲ 0.3
民間在庫品増加 前期比寄与度 ％ポイント ▲ 0.3 0.1 ▲ 0.1 0.0
政府最終消費支出 前期比 ％ 0.2 0.4 0.7 0.4
公的固定資本形成 前期比 ％ 6.3 3.2 2.7 0.4
財貨・サービスの輸出 前期比 ％ 0.0 ▲ 4.4 ▲ 2.9 3.8
財貨・サービスの輸入 前期比 ％ 1.8 ▲ 0.3 ▲ 2.2 1.0
内需 前期比寄与度 ％ポイント 0.1 ▲ 0.3 0.4 0.6
外需 前期比寄与度 ％ポイント ▲ 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.1 0.4

前期比 ％ ▲ 0.5 ▲ 1.1 0.2 0.6
前期比年率 ％ ▲ 2.0 ▲ 4.2 0.6 2.2

前期比 ％ ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 0.7 ▲ 1.1
前年比 ％ ▲ 1.0 ▲ 4.4 ▲ 6.8 ▲ 5.8
前年比 ％ 11.5 6.3 7.9 6.0
前年比 ％ 6.6 2.4 ▲ 7.2 ▲ 5.2
前期比 ％ ▲ 1.2 ▲ 4.1 0.8 ▲ 0.9

大企業　製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント ▲ 1 ▲ 3 ▲ 12 ▲ 8
大企業　非製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 8 8 4 6
中小企業　製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント ▲ 12 ▲ 14 ▲ 18 ▲ 19
中小企業　非製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント ▲ 9 ▲ 9 ▲ 11 ▲ 8

生産･営業用設備判断DI 大企業 全産業 「過剰」‐「不足」 ％ポイント 5 6 7 7
雇用人員判断DI 大企業 全産業 「過剰」‐「不足」 ％ポイント 3 2 4 3

(出所)各種統計より大和総研作成

内閣府

日本銀行

財務省法人企業統計

日銀短観

売上高（全規模、金融保険業を除く）

経常利益（全規模、金融保険業を除く）

業況判断DI

設備投資

（全規模、金融保険業を除く、ソフトウェアを除く）

GDP

実質GDP

名目GDP

GDPデフレーター

四半期統計

 
 

 

主要統計 計数表 
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（出所）経済産業省統計より大和総研作成
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電子部品・デバイス工業
電気機械工業
情報通信機械工業
輸送機械工業

（出所）経済産業省統計より大和総研作成

業種別動向②
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（出所）経済産業省統計より大和総研作成
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鉱工業生産と出荷・在庫バランス
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（出所）内閣府統計より大和総研作成

民需（船電除く、１四半期先行）

ＧＤＰベースの
名目設備投資
（右軸）

（年）

6.5

7.5

8.5

9.5

10.5

11.5

12.5

13.5

14.5

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

55

60

65

70

75

80

（兆円） （兆円）

（注）法人企業統計の数値は四半期ベース。

　　　GDPベースの数値は年率ベース。
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